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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 12,972 13,770 14,784 26,319 28,417 

経常利益（百万円） 458 896 996 1,250 1,817 

中間（当期）純利益

（百万円） 
719 432 475 1,072 870 

純資産額（百万円） 3,022 3,889 5,114 3,617 4,399 

総資産額（百万円） 25,328 26,952 27,415 26,044 26,478 

１株当たり純資産額

（円） 
125.97 162.12 213.81 150.74 183.39 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
29.96 18.03 19.86 44.69 36.3 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 11.9 14.4 18.7 13.9 16.6 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△151 774 1,036 166 2,867 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

723 112 △186 328 △331 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△1,209 △813 △627 △1,103 △2,339 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高

（百万円） 

1,896 2,000 2,346 1,926 2,122 

従業員数（人） 707 701 713 687 696 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）売上高には消費税等は含まれていない。 

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 10,887 11,137 11,783 21,894 22,920 

経常利益（百万円） 388 699 707 1,012 1,382 

中間（当期）純利益

（百万円） 
700 342 329 966 652 

資本金（百万円） 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

発行済株式総数（株） 24,000,000 24,000,000 24,000,000 24,000,000 24,000,000 

純資産額（百万円） 2,753 3,438 4,377 3,251 3,813 

総資産額（百万円） 21,248 21,870 21,707 21,217 20,924 

 １株当たり中間（年

間）配当額（円） 
－ － － 3.0 3.0 

自己資本比率（％） 13.0 15.7 20.2 15.3 18.2 

従業員数（人） 484 480 480 470 470 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員である。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特に記載すべき事項はない。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

特殊鋼線事業 711 

その他の事業 2 

合計 713 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 480 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業業績の改善が進む中、民間設備投資の順調な拡大と個人消費の持直しに

支えられて、景気は穏やかな回復基調を示す一方、原油価格の高騰が続く等、依然として先行きに対する不安要素を

払拭できない状況で推移した。 

特殊鋼線業界においては、国内主要需要部門である自動車の生産が引き続き好調を維持しており、またＩＴ産業の

在庫調整が一段落し、その他産業機械等の分野でも需要は堅調であったが、公共投資関連については依然厳しい状況

が続いている。 

以上のような状況の中で当社グループの製品需要動向は、主力需要先の自動車・情報通信関連向けを主体としたば

ね用製品の販売は、好調のまま推移したが、公共投資関連向け製品については、なお低水準の販売が続いている。 

売上高は、相次ぐ原材料価格の上昇を吸収すべく、製品価格値上げを実施するとともに、高付加価値製品の拡販努

力等により、14,784百万円（前年同期比7.4％増）となり、前年同期を上回る実績を上げることができた。 

 当中間連結会計期間の収益については、上記の販売面での取り組みに加え、製造面では、エネルギーコスト等の値

上がりがあったものの、歩留り、原単位、生産性向上等のコスト改善が寄与して、経常利益は996百万円（前年同期

比11.2％増）を計上することができた。また中間純利益については、475百万円（前年同期比9.9％増）を計上した。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

 ＜特殊鋼線事業＞ 

①ピアノ線 

PC鋼線の販売実績はほぼ前年並みで推移したが、ピアノ線は、在庫調整に伴う輸出向けの減少等の影響で、販

売数量は前年をやや下回り、ピアノ線全体の売上高は2,435百万円(全年同期比2.3%減)となった。 

②鋼線 

ばね用鋼線は自動車向け需要が好調だったことから、高水準の販売実績となった。また、ポール・パイル用鋼

線はほぼ前年度並みの販売量を確保し、鋼線全体の売上高は値上げ効果も加わり、5,649百万円（前年同期比

16.3%増）を計上することが出来た。 

③その他製品 

ステンレス線は、販売数量はほぼ前年並みで推移したが、売上金額は、値上効果もあり6,614百万円(前年比

4.4%増)となった。 

 ＜その他の事業＞ 

不動産賃貸収入は前年と同額であったが、保険収入等が微減となり、売上高は84百万円(前年同期0.4％減)と

なった。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前年同期に比べ346百

万円増加し、2,346百万円となった。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,036万円（前年同期は774百万円の黒字）となった。前年同期に比べ262百万

円増加しているが、これは主にたな卸資産の増加、及び法人税等の支払額の増加による支出増があったものの、

税金等調整前中間純利益増、及び売上債権の減少による収入増等によるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は186百万円（前年同期は112百万円の黒字）となった。これは主に有形・無形固

定資産の取得による支出によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は627百万円（前年同期は813百万円の赤字）となった。これは主に有利子負債削

減のため、長期・短期借入金の返済による支出によるものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の特殊鋼線事業の品種別内訳を示すと次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

なお、その他の事業は生産実績がないため、記載していない。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の特殊鋼線事業の品種別内訳を示すと次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

なお、その他の事業は受注がないため、記載していない。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメント別の販売実績を示すと次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ピアノ線 2,110 103.7 

鋼線 4,282 110.0 

その他製品 5,669 104.8 

合計 12,062 106.4 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 

受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％） 

ピアノ線 2,500 96.1 385 89.8 

鋼線 6,015 119.5 1,263 117.6 

その他製品 6,438 102.1 583 79.6 

合計 14,954 107.2 2,232 99.8 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

 ピアノ線 2,435 97.7 

 鋼線 5,649 116.3 

 その他製品 6,614 104.4 

特殊鋼線事業計 14,700 107.4 

その他の事業 84 99.6 

合計 14,784 107.4 



する割合は次のとおりである。 

３．金額には消費税等は含まれていない。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。）が対処すべき課題について、重

要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項なし。 

５【研究開発活動】 

当社グループは特殊鋼線の総合メーカーとして、ユーザーニーズに対応し、幅広く研究開発を推進している。又、

新たな分野や用途の開発を目指し、シーズ研究にも積極的に取り組んでいる。 

現在、研究開発は当社の研究開発部が中心となり、社内各部門の他、特に新日鐵グループとして新日鐵と十分な連

携を取っている。  

研究開発スタッフは13名で総従業員に占める割合は1.8％であり当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究

開発費は99百万円である。 

当中間連結会計期間における主要研究開発テーマは次のとおりである。 

 (1) 高強度弁ばね用オイルテンパー線の開発 

 (2) 高強度ばね用ステンレス鋼線の開発 

 (3) 金めっき極細線の開発 

 (4) ボルト用・懸架ばね用合金Ｔｉ線の開発 

 (5) 制振合金線「サイレンサー」の用途開発 

 (6) 超耐熱合金線の開発 

 (7) 樹脂被膜ＰＣ鋼より線の開発 

 (8) ステンレスＰＣ鋼線の開発 

 (9) ＰＣＮｅｔセグメント工法の開発 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

平野鋼線㈱ 1,698 12.3 1,914 13.0 

日鐵商事㈱ 1,123 8.2 1,656 11.2 

㈱メタルワン 1,649 12.0 1,347 9.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。 

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 72,000,000 

計 72,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,000,000 24,000,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 24,000,000 24,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月１日 

 ～ 

 平成17年９月30日 

－ 24,000,000 － 1,200 － － 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式7,000株が含まれている。ま

た、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれている。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 5,300 22.08 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 2,860 11.91 

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目２３番１号 2,763 11.51 

日本証券金融株式会社 東京都中央区茅場町１丁目２番１０号 655 2.72 

株式会社みずほコーポレー

ト銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 592 2.46 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 360 1.50 

日鐵商事株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番１号 250 1.04 

鈴木金属社員持株会 千葉県習志野市東習志野７丁目５番１号 230 0.96 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８番２４号 200 0.83 

株式会社千葉興業銀行 千葉県千葉市美浜区幸町２丁目１番２号 150 0.62 

計 － 13,360 55.67 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   81,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標

準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,820,000 23,820 同上 

単元未満株式 普通株式    99,000 － 同上 

発行済株式総数 24,000,000 － － 

総株主の議決権 － 23,820 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

(1）新任役員 

 該当者なし。 

(2）退任役員 

 該当者なし。 

(3）役職の異動 

 該当者なし。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

鈴木金属工業株式会社 
東京都千代田区丸の

内１－９－１ 
81,000 － 81,000 0.34 

計 － 81,000 － 81,000 0.34 

月別 平成17年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 308 290 283 305 358 414 

最低（円） 237 246 250 275 295 325 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９

月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）及び当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平

成17年９月30日）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,042   2,388   2,165  

２．受取手形及び売掛
金 

   8,530   7,981   8,315  

３．たな卸資産   4,588   5,185   4,328  

４．その他   642   548   632  

   貸倒引当金   △87   △86   △99  

流動資産合計   15,717 58.3  16,016 58.4  15,341 57.9 

Ⅱ 固定資産           

１.有形固定資産 
※１ 
※２          

(1)建物及び構築物   2,761   2,689   2,691  

(2)機械装置及び運搬
具   2,809   2,643   2,656  

(3)土地   2,239   2,244   2,244  

(4)その他   243   217   185  

有形固定資産合計   8,053 29.9  7,794 28.5  7,778 29.4 

２.無形固定資産   232 0.9  170 0.6  204 0.8 

３.投資その他の資産           

(1)投資有価証券 ※３  2,050   2,593   2,090  

(2)その他   1,190   877   1,331  

  貸倒引当金   △291   △38   △268  

投資その他の資産
合計   2,949 10.9  3,433 12.5  3,153 11.9 

固定資産合計   11,234 41.7  11,398 41.6  11,136 42.1 

資産合計   26,952 100.0  27,415 100.0  26,478 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

   7,698   8,696   7,874  

２．短期借入金 ※２  6,625   5,934   6,269  

３．未払法人税等   367   316   782  

４．賞与引当金   479   530   505  

５．その他   1,758   1,417   1,137  

流動負債合計   16,929 62.8  16,894 61.6  16,569 62.6 

Ⅱ 固定負債           

１．社債    520   440   480  

２．長期借入金 ※２  3,161   2,276   2,438  

３．退職給付引当金   1,454   1,673   1,567  

４．役員退職慰労引当
金   149   191   172  

５．預り保証敷金   610   568   589  

６．その他   62   42   65  

固定負債合計   5,958 22.1  5,191 18.9  5,312 20.1 

負債合計   22,888 84.9  22,086 80.5  21,882 82.7 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   173 0.7  215 0.8  196 0.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,200 4.4  1,200 4.4  1,200 4.5 

Ⅱ 利益剰余金   2,340 8.7  3,182 11.6  2,778 10.5 

Ⅲ その他有価証券評価
差額金   350 1.3  754 2.8  422 1.6 

Ⅳ 自己株式   △1 △0.0  △22 △0.1  △2 △0.0 

資本合計   3,889 14.4  5,114 18.7  4,399 16.6 

負債、少数株主持分
及び資本合計   26,952 100.0  27,415 100.0  26,478 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   13,770 100.0  14,784 100.0  28,417 100.0 

Ⅱ 売上原価   11,307 82.1  12,223 82.7  23,470 82.6 

売上総利益   2,463 17.9  2,560 17.3  4,946 17.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,517 11.0  1,545 10.5  3,030 10.7 

営業利益   945 6.9  1,015 6.8  1,916 6.7 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  0   0   0   

２．受取配当金  19   21   27   

３．貸倒引当金戻入益  27   12   12   

４．販売商権譲渡益  －   8   －   

５．その他  27 74 0.5 30 72 0.5 75 115 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  75   65   146   

２．営業債権売却損  10   9   22   

３．その他  38 124 0.9 15 91 0.6 45 214 0.7 

経常利益   896 6.5  996 6.7  1,817 6.4 

Ⅵ 特別利益           

  その他    0 0.0   － －   4 0.0 

           

Ⅶ 特別損失           

１．退職給付会計基準
変更時差異償却額  121   121   242   

２．固定資産除却損  24   30   34   

３．その他  2 148 1.1 － 151 1.0 9 287 1.0 

税金等調整前中間
（当期）純利益   748 5.4  844 5.7  1,534 5.4 

法人税、住民税及
び事業税  360   289   792   

法人税等調整額  △64 296 2.2 61 350 2.4 △167 625 2.2 

少数株主利益   20 0.1  18 0.1  38 0.1 

中間（当期）純利
益   432 3.1  475 3.2  870 3.1 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高    1,979   2,778   1,979 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間(当期)純利益    432   475   870 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 配当金    71   71   71 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  2,340  3,182  2,778 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間（当期）
純利益 

 748 844 1,534 

減価償却費  426 392 873 

役員退職慰労引当金の増減
額 

 △7 18 15 

退職給付引当金の増加額  130 105 244 

賞与引当金の増加額  14 25 40 

貸倒引当金の減少額  △26 △15 △14 

受取利息及び受取配当金  △19 △21 △28 

支払利息  75 65 146 

投資有価証券売却益  － △1 △1 

売上債権の増減額  △864 327 △641 

たな卸資産の増加額  △326 △856 △66 

仕入債務の増加額  777 821 953 

その他  △45 118 9 

小計  883 1,825 3,066 

利息及び配当金の受取額  19 21 28 

利息の支払額  △75 △65 △146 

法人税等の支払額  △53 △744 △79 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 774 1,036 2,867 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

定期預金の預入による支出  △3 － △41 

定期預金の払戻による収入  3 － 41 

有形・無形固定資産の取得
による支出 

 △289 △179 △682 

有形・無形固定資産の売却
による収入 

 438 0 450 

投資有価証券の取得による
支出 

 △5 △5 △11 

投資有価証券の売却による
収入 

 － 13 3 

その他  △30 △14 △91 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 112 △186 △331 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の純減少額  △117 △265 △790 

長期借入れによる収入  200 480 650 

長期借入金の返済による支
出 

 △821 △711 △1,679 

社債の償還による支出  － △40 △40 

配当金の支払額  △72 △70 △72 

少数株主への配当金支払額  △1 △0 △1 

その他  △0 △20 △405 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △813 △627 △2,339 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  73 223 196 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 1,926 2,122 1,926 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 

 2,000 2,346 2,122 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ７社 

市川製線㈱ 

ピアノ線工業㈱ 

㈱ムロランスズキ 

光陽興産㈱ 

日東金属㈱ 

東京ダイス工業㈱ 

西日本ステンレス鋼線㈱ 

連結子会社の数  同左 

同左 

連結子会社の数  同左 

同左 

     

２．持分法の適用に関する事

項 

(ア）持分法適用の関連会社数 

１社 

タカハシスチール㈱ 

(ア）持分法適用の関連会社数 

同左 

(ア）持分法適用の関連会社数 

同左 

 (イ）持分法を適用していない関連

会社（協立金属工業㈱）は、中

間純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、重要性

がないため持分法の適用範囲か

ら除外している。 

(イ）   同左 (イ）持分法を適用していない関連

会社（協立金属工業㈱）は、当

期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外してい

る。 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間期の末日は中

間連結決算日と同一である。 

同左  連結子会社の決算日は連結決算

日と同一である。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(ア）有価証券 

その他有価証券 

(ア）有価証券 

その他有価証券 

(ア）有価証券 

その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

・時価のあるもの 

同左 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

 ・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

 (イ）デリバティブ 

時価法 

(イ）デリバティブ 

同左 

(イ）デリバティブ 

同左 

 (ウ）たな卸資産 

製品、仕掛品 

主として総平均法による原価

法 

(ウ）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

(ウ）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

 原材料 

主として先入先出法による原

価法 

原材料 

同左 
原材料 

同左 

 貯蔵品 

主として最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(ア）有形固定資産 

建物及び構築物 

主として定額法 

(ア）有形固定資産 

       同左 

  

(ア）有形固定資産 

       同左 

  

 機械装置及び運搬具 

定率法 

  

  

  

  

 その他 

定率法 

  

  

  

  

 (イ）無形固定資産 

定額法 

(イ）無形固定資産 

同左 

(イ）無形固定資産 

同左 

  なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用している。 

   

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため支給見込額

に基づき計上している。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,713百万円）については、中

間連結財務諸表提出会社及び主

要な連結子会社は７年による按

分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,713百万円）については、連

結財務諸表提出会社及び主要な

連結子会社は７年による按分額

を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計上してい

る。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上してい

る。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を

採用している。 

 なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いる場合には特例処理を採用し

ている。 

① ヘッジ会計の方法 

      同左 

  

① ヘッジ会計の方法 

      同左 

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

金利スワップ 借入金の利息 

同左 同左 

 ③ ヘッジ方針 

 金利上昇による影響を限定す

るため対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 特例処理によっているスワッ

プについては、有効性の評価を

省略している。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する

連結会計年度に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当中間連結会

計期間から同会計基準及び同適用指針を適用

している。これによる損益に与える影響はな

い。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する

連結会計年度に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当連結会計年

度から同会計基準及び同適用指針を適用して

いる。これによる損益に与える影響はない。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

 
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償

却累計額 

22,907百万円 23,249百万円 23,084百万円 

※２ 担保資産及び担保付

債務 

 担保に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりである。 

 担保に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりである。 

 担保に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりである。 

 担保資産   

建物及び構築

物 

931百万円 

(624百万円)

機械装置及び

運搬具 

1,638百万円 

（1,624百万円)

土地 
2,064百万円 

(1,860百万円)

合計 
4,634百万円 

(4,108百万円)

担保付債務   

短期借入金 
2,868百万円 

(2,068百万円)

長期借入金 
2,661百万円 

(2,661百万円)

合計 
5,530百万円 

(4,730百万円)

担保資産   

建物及び構築

物 

724百万円 

(627百万円)

機械装置及び

運搬具 

1,624百万円 

（1,624百万円)

土地 
2,064百万円 

(1,860百万円)

合計 
4,412百万円 

(4,111百万円)

担保付債務   

短期借入金 
2,514百万円 

(1,814百万円)

長期借入金 
2,259百万円 

(2,259百万円)

合計 
4,773百万円 

(4,073百万円)

担保資産   

建物及び構築

物 

711百万円 

(610百万円)

機械装置及び

運搬具 

1,586百万円 

(1,586百万円)

土地 
2,064百万円 

(1,860百万円)

合計 
4,362百万円 

(4,057百万円)

担保付債務   

短期借入金 
2,634百万円 

(1,884百万円)

長期借入金 
2,438百万円 

（2,438百万円）

合計 
5,072百万円 

(4,322百万円)

  上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示してい

る。 

 上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示してい

る。 

 上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示してい

る。 

※３ 有価証券消費貸借契

約による貸付 

 投資有価証券1,045百万円につい

ては、有価証券消費貸借契約によ

り貸付を行っている。 

 投資有価証券508百万円について

は、有価証券消費貸借契約により

貸付を行っている。 

 投資有価証券458百万円について

は、有価証券消費貸借契約により

貸付を行っている。 

 ４ 受取手形割引残高 1,293百万円 1,471百万円 1,984百万円 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理

費 

主要な費目 主要な費目 主要な費目 

１．運搬費 531百万円 

２．給料手当及び

福利厚生費 
307百万円 

３．研究開発費 63百万円 

４．賞与引当金繰

入額 
109百万円 

５．役員退職慰労

引当金繰入額 
24百万円 

６．退職給付引当

金繰入額 
24百万円 

１．運搬費 516百万円 

２．給料手当及び

福利厚生費 
319百万円 

３．研究開発費 70百万円 

４．賞与引当金繰

入額 
117百万円 

５．役員退職慰労

引当金繰入額 
29百万円 

６．退職給付引当

金繰入額 
19百万円 

１．運搬費 1,094百万円 

２．給料手当及び

福利厚生費 
708百万円 

３．研究開発費 154百万円 

４．賞与引当金繰

入額 
110百万円 

５．役員退職慰労

引当金繰入額 
47百万円 

６．退職給付引当

金繰入額 
41百万円 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,042百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△42百万円 

現金及び現金同等

物 
2,000百万円 

現金及び預金勘定 2,388百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△42百万円 

現金及び現金同等

物 
2,346百万円 

現金及び預金勘定 2,165百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△42百万円 

現金及び現金同等

物 
2,122百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

80 32 48 

工具器具及
び備品 

122 69 52 

ソフトウエ
ア 

66 46 19 

合計 269 148 120 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

80 42 37 

工具器具及
び備品 

104 55 49 

ソフトウエ
ア 

23 12 11 

合計 209 110 99 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

80 37 43 

工具器具及
び備品 

97 53 44 

ソフトウエ
ア 

26 12 13 

合計 204 103 101 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 41百万円 

１年超 87百万円 

合計 128百万円 

１年内 35百万円 

１年超 69百万円 

合計 105百万円 

１年内 33百万円 

１年超 74百万円 

合計 107百万円 

   

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 27百万円 

減価償却費相

当額 
24百万円 

支払利息相当

額 
2百万円 

支払リース料 20百万円 

減価償却費相

当額 
18百万円 

支払利息相当

額 
1百万円 

支払リース料 53百万円 

減価償却費相

当額 
48百万円 

支払利息相当

額 
4百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 53百万円 

１年超 312百万円 

合計 365百万円 

１年内 52百万円 

１年超 259百万円 

合計 312百万円 

１年内 52百万円 

１年超 286百万円 

合計 339百万円 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式のうち減損処理額はない。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っている。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式のうち減損処理額はない。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っている。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式で減損処理額はない。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っている。 

 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,309 1,921 611 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 129百万円 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,339 2,641 1,302 

その他有価証券  

非上場株式 80百万円 

 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 1,333 2,079 745 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

その他有価証券  

非上場株式 92百万円 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 357 360 △3 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 298 306 △8 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 147 148 △0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、特殊鋼線事業、その他の事業に区分してい

る。 

２．各事業区分の主要製品 

 
特殊鋼線事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 13,685 84 13,770 － 13,770 

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 0 0 (0) － 

 計 13,685 85 13,771 (0) 13,770 

営業費用 12,786 39 12,825 (0) 12,824 

営業利益 899 46 945 － 945 

事業区分 主要製品 

特殊鋼線事業 ピアノ線、鋼線、その他製品 

その他の事業 不動産賃貸業、保険代理業務、飲食業 



当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、特殊鋼線事業、その他の事業に区分してい

る。 

２．各事業区分の主要製品 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、特殊鋼線事業、その他の事業に区分してい

る。 

２．各事業区分の主要製品 

【所在地別セグメント情報】 

 
特殊鋼線事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 14,700 84 14,784 － 14,784 

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 0 0 (0) － 

 計 14,700 84 14,785 (0) 14,784 

営業費用 13,739 30 13,769 (0) 13,768 

営業利益 960 54 1,015 － 1,015 

事業区分 主要製品 

特殊鋼線事業 ピアノ線、鋼線、その他製品 

その他の事業 不動産賃貸業、保険代理業務、飲食業 

 
特殊鋼線事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 28,428 168 28,417 － 28,417 

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 1 1 (1) － 

 計 28,248 169 28,418 (1) 28,417 

営業費用 26,440 61 26,502 (1) 26,500 

営業利益 1,807 108 1,916 － 1,916 

事業区分 主要製品 

特殊鋼線事業 ピアノ線、鋼線、その他製品 

その他の事業 不動産賃貸業、保険代理業務、飲食業 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

所在地は国内のみである。 同左 同左 



【海外売上高】 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．海外売上高 1,795百万円 

２．連結売上高 13,770百万円 

３．連結売上高に占

める海外売上高

の割合 

13.0％ 

１．海外売上高 2,001百万円 

２．連結売上高 14,784百万円 

３．連結売上高に占

める海外売上高

の割合 

13.5％ 

１．海外売上高 3,710百万円 

２．連結売上高 28,417百万円 

３．連結売上高に占

める海外売上高

の割合 

13.1％ 

 国又は地域の区分の売上高は連結

売上高に占める割合がいずれも10％

未満であるため、記載を省略してい

る。 

同左 同左 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額    162円12銭       213円81銭      183円39銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
  18円03銭     19円86銭     36円30銭 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載していな

い。 

 同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載していな

い。 

     

 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 432 475 870 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
432 475 870 

期中平均株式数（千株） 23,994 23,954 23,992 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項なし。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項なし。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項なし。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,172   1,291   1,212   

２．受取手形  2,338   2,044   1,599   

３．売掛金  3,947   3,418   4,163   

４．たな卸資産  3,709   4,108   3,368   

５．その他  592   574   598   

   貸倒引当金  △56   △58   △71   

流動資産合計   11,704 53.5  11,378 52.4  10,872 52.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 
※１ 
※２          

(1) 建物  2,070   2,020   2,022   

(2) 機械及び装置  2,033   1,975   1,945   

(3) 土地  1,957   1,957   1,957   

(4) その他  539   481   453   

有形固定資産合計  6,601  30.2 6,435  29.7 6,380  30.5 

２．無形固定資産  217  1.0 159  0.7 191  0.9 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※３ 1,840   2,442   1,950   

(2) その他  1,791   1,321   1,791   

  貸倒引当金  △284   △31   △261   

投資その他の資産
合計  3,347  15.3 3,732  17.2 3,480  16.6 

固定資産合計   10,166 46.5  10,328 47.6  10,052 48.0 

資産合計   21,870 100.0  21,707 100.0  20,924 100.0 

          

 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   1,979   2,229   2,217   

２．買掛金  3,968   4,434   3,656   

３．短期借入金   3,500   2,560   2,760   

４.１年以内返済予定
長期借入金 

※２ 1,568   1,314   1,384   

５.１年以内償還予定
社債  80   80   80   

６. 未払法人税等  304   198   659   

７．賞与引当金  360   394   380   

８．設備支払手形   269   303   124   

９．その他  1,240   932   841   

流動負債合計   13,271 60.7  12,446 57.3  12,103 57.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   520   440   480   

２．長期借入金 ※２ 2,661   2,259   2,438   

３．退職給付引当金  1,235   1,437   1,346   

４．役員退職慰労引当
金  133   177   153   

５．預り保証敷金  610   568   589   

固定負債合計   5,161 23.6  4,883 22.5  5,007 23.9 

負債合計   18,432 84.3  17,329 79.8  17,110 81.8 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,200 5.5  1,200 5.5  1,200 5.7 

Ⅱ 利益剰余金           

１．利益準備金  176   184   176   

２．任意積立金  1,200   1,700   1,200   

３．中間（当期）未処
分利益  522   583   832   

利益剰余金合計   1,899 8.7  2,467 11.4  2,209 10.6 

Ⅲ その他有価証券評価
差額金   339 1.5  732 3.4  406 1.9 

Ⅳ 自己株式   △1 △0.0  △22 △0.1  △2 △0.0 

資本合計   3,438 15.7  4,377 20.2  3,813 18.2 

負債・資本合計   21,870 100.0  21,707 100.0  20,924 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   11,137 100.0  11,783 100.0  22,920 100.0 

Ⅱ 売上原価   9,339 83.9  9,956 84.5  19,329 84.3 

売上総利益   1,798 16.1  1,826 15.5  3,590 15.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,095 9.8  1,119 9.5  2,169 9.5 

営業利益   702 6.3  706 6.0  1,421 6.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１  102 0.9  80 0.7  149 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２  105 1.0  79 0.7  188 0.8 

経常利益   699 6.2  707 6.0  1,382 6.0 

Ⅵ 特別利益    － －  － －  － － 

Ⅶ 特別損失 ※３  139 1.2  143 1.2  266 1.2 

税引前中間（当
期）純利益   560 5.0  563 4.8  1,116 4.8 

法人税、住民税及
び事業税  297   173   642   

法人税等調整額  △79 218 1.9 60 233 2.0 △179 463 2.0 

中間（当期）純利
益   342 3.1  329 2.8  652 2.8 

前期繰越利益   180   253   180  

中間（当期）未処
分利益   522   583   832  

             



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 製品、仕掛品 総平均法に

よる原価法 

製品、仕掛品 同左 製品、仕掛品 同左 

 原材料 先入先出法

による原価

法 

原材料 同左 原材料 同左 

 貯蔵品 最終仕入原

価法による

原価法 

貯蔵品 同左 貯蔵品 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

建物、構築物 定額法 

機械及び装置 定率法 

車両及び運搬具 定率法 

工具器具及び備品 定率法 

     同左   

    

    

    

    同左 

  

  

    

    

    

 (2）無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用してい

る。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため支給見

込額に基づき計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,620百万円）については、

７年による按分額を費用処理

している。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしている。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,620百万円）については、

７年による按分額を費用処理

している。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしている。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上して

いる。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上してい

る。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を

採用している。 

 なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いる場合には特例処理を採用し

ている。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (ヘッジ手段)  (ヘッジ対象)

金利スワップ  借入金の利息

同左 同左 

 ③ヘッジ方法 

 金利上昇による影響を限定す

るため対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っている。 

③ヘッジ方法 

同左 

③ヘッジ方法 

同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

 特例処理によっているスワッ

プについては、有効性の評価を

省略している。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっており、仮

払消費税等及び仮受消費税等

を相殺の上、流動負債「その

他」に計上している。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する

会計年度に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当中間会計期間から同

会計基準及び同適用指針を適用している。こ

れによる損益に与える影響はない。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)が平成16年３月31日に終了する

会計年度に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当会計期間から同会計

基準及び同適用指針を適用している。これに

よる損益に与える影響はない。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１有形固定資産の減価

償却累計額 

(百万円) (百万円) (百万円) 

18,196 18,438 18,342 

※２担保資産及び担保付

債務 

 有形固定資産のうち担保

に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 有形固定資産のうち担保

に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 有形固定資産のうち担保

に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 担保資産    (百万円) 担保資産    (百万円) 担保資産    (百万円) 

 建物 769 (603)

機械及び

装置 
1,638 (1,624)

土地 1,860 (1,860)

その他 57 (20)

合計 4,325 (4,108)

建物 609 (609)

機械及び

装置 
1,624 (1,624)

土地 1,860 (1,860)

その他 17 (17)

合計 4,111 (4,111)

建物 591 (591)

機械及び

装置 
1,586 (1,586)

土地 1,860 (1,860)

その他 19 (19)

合計 4,057 (4,057)

 担保付債務   (百万円) 担保付債務   (百万円) 担保付債務   (百万円) 

 １年以内

返済予定

長期借入

金 

1,568 (1,568)

長期借入

金 
2,661 (2,661)

子会社の

借入金 
500 (500)

合計 4,730 (4,730)

１年以内

返済予定

長期借入

金 

1,314 (1,314)

長期借入

金 
2,259 (2,259)

子会社の

借入金 
500 (500)

合計 4,073 (4,073)

１年以内

返済予定

長期借入

金 

1,384 (1,384)

長期借入

金 
2,438 (2,438)

子会社の

借入金 
500 (500)

合計 4,322 (4,322)

  上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示している。 

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示している。 

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示している。 

※３有価証券消費貸借契

約による貸付 

 投資有価証券1,045百万円

については、有価証券消費

貸借契約により貸付を行っ

ている。 

 投資有価証券508百万円に

ついては、有価証券消費貸

借契約により貸付を行って

いる。 

 投資有価証券458百万円に

ついては、有価証券消費貸

借契約により貸付を行って

いる。 

 ４受取手形割引高 (百万円) (百万円) (百万円) 

 1,359 1,599 2,169 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 （百万円） （百万円） （百万円）

受取配当金 29 24 37 

受取賃貸料 34 30 68 

貸倒引当金戻入益 27 12 － 

※２ 営業外費用の主要項目    

支払利息 63 54 122 

営業債権売却損 10 11 21 

※３ 特別損失の主要項目    

固定資産除却損 21 27 34 

退職給付会計基準変更時

差異償却額 
115 115 231 

 ４ 減価償却実施額    

有形固定資産 288 267 590 

無形固定資産 33 35 69 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 80 32 48 

工具器具及び
備品 

112 65 47 

ソフトウェア 50 43 6 

合計 243 140 102 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 80 42 37 

工具器具及び
備品 

95 48 46 

ソフトウェア 7 6 1 

合計 183 97 85 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 80 37 43 

工具器具及び
備品 

87 48 39 

ソフトウェア 9 7 2 

合計 178 93 85 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 36百万円

１年超 73百万円

合計 109百万円

１年内 30百万円

１年超 60百万円

合計 91百万円

１年内 28百万円

１年超 62百万円

合計 91百万円

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 21百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 15百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料 48百万円

減価償却費相当額 42百万円

支払利息相当額 3百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 52百万円 

１年超 312百万円 

合計 365百万円 

１年内 52百万円 

１年超 259百万円 

合計 312百万円 

１年内 52百万円 

１年超 286百万円 

合計 339百万円 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項なし。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項なし。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  該当事項なし。 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 １ 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第104期)（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

 ２ 自己株式買付状況報告書 

  報告期間 （自 平成17年５月11日 至 平成17年５月31日）平成17年７月７日関東財務局長に提出。 

  報告期間 （自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月７日関東財務局長に提出。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月22日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 青栁 好一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、鈴木金属工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、鈴木金属工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月22日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 青栁 好一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第104期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、鈴木金属工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第105期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、鈴木金属工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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